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1.  平成22年2月期第3四半期の業績（平成21年3月1日～平成21年11月30日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年2月期第3四半期 101,280 ― 6,557 ― 6,669 ― 3,659 ―

21年2月期第3四半期 96,997 2.9 6,369 △2.6 6,557 △1.0 3,866 3.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年2月期第3四半期 228.95 ―

21年2月期第3四半期 241.90 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年2月期第3四半期 79,255 55,240 69.7 3,456.37
21年2月期 80,483 52,152 64.8 3,263.14

（参考） 自己資本   22年2月期第3四半期  55,240百万円 21年2月期  52,152百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年2月期 ― ― ― 35.00 35.00
22年2月期 ― ― ―

22年2月期 
（予想）

35.00 35.00

3.  平成22年2月期の業績予想（平成21年3月1日～平成22年2月28日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 135,092 3.0 8,550 5.0 8,648 3.2 5,189 5.9 324.69



4.  その他 

(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は４ページ【定性的情報・財務諸表等】４その他をご覧下さい。 

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項
等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は４ページ【定性的情報・財務諸表等】４その他をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年2月期第3四半期 15,990,827株 21年2月期  15,990,827株

② 期末自己株式数 22年2月期第3四半期  8,584株 21年2月期  8,421株

③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 22年2月期第3四半期 15,982,332株 21年2月期第3四半期 15,982,441株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績の見通し等は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した予想であり、実際の業績等は今後さまざまな要因によって予想
数値と異なる可能性があります。 
・当会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第14号）を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。 



 当第３四半期累計期間（平成21年３月１日～平成21年11月30日）におけるわが国経済は、昨年の金融・経済危機に

よる景気低迷から一部に回復の兆しがありましたが、企業収益や雇用情勢の悪化に加え、デフレ状況にあるなど、引

続き厳しい状況で推移いたしました。 

 小売業界におきましては、個人消費が低迷する中、消費者の低価格・節約志向が強まり、低価格販売による競争激

化で商品単価が下落し、一段と厳しい経営環境となりました。 

 このような環境の中、当社は経営方針を「信頼」とし、安心・安全に細心の気配りをして、お客様と価値観を共有

し長期的な信頼を得るため、顧客サービスの向上に努めてまいりました。引き続き、企業理念の浸透、七大基本（ク

リンリネス、鮮度、品揃え、価格、陳列技術、サービス、正しい表示）の徹底、既存店の活性化、効率化を図るとと

もに商品力の強化、情報システム開発、人事制度改革等を行いました。 

 店舗展開につきましては、６月に「Ｖ21まえはら食品館」（沖縄県宜野湾市）の隣地に別棟（１階に「薬マツモト

キヨシまえはら店」、２階に「ジョイフルまえはら店」）、８月に「Ｖ21いさがわ食品館」（沖縄県名護市）を新規

出店いたしました。また、４月に「東江ショッピングタウン」（沖縄県名護市）、７月に「糸満ロードショッピング

センター」（沖縄県豊見城市）、８月に「赤道ショッピングタウン」（沖縄県うるま市）、11月に「マチナトショッ

ピングセンター」（沖縄県浦添市）の衣料フロアを改装し、一部に「薬マツモトキヨシ」をそれぞれ出店いたしまし

た。  

 この結果、当第３四半期累計期間における営業収益（売上高及び営業収入）は1,012億80百万円（前年同期比

104.4％）、営業利益は65億57百万円（前年同期比103.0％）、経常利益は66億69百万円（前年同期比101.7％）とな

りました。四半期純利益につきましては、固定資産の減損損失3億81百万円を計上したため36億59百万円(前年同期比

94.6％）となりました。 

 なお、前年同期比につきましては、参考として記載しております。  

  

部門別の業績は、以下のとおりであります。 

（スーパーマーケット部門） 

 スーパーマーケット部門は、家電商品の好調と食料品が堅調に推移した結果、既存店売上高は前年同期比

100.0％となりました。 

 衣料品は、引き続き低迷し売上高は107億31百万円（前年同期比98.3％）と減収となりました。 

 住居関連用品は、ドラッグストア及び家電商品が好調に推移したことと新規出店効果により、売上高は273億13

百万円（前年同期比107.3％）と増収となりました。 

 食料品は、日配・冷凍食品が好調に推移したことと新規出店効果により、売上高は555億64百万円（前年同期比

103.8％）と増収となりました。 

（外食及びホテル部門） 

 外食及びホテル部門は、新規出店効果により売上高は46億36百万円（前年同期比106.7％）と増収となりまし

た。  

  

１）資産、負債及び純資産の状況 

 当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比較して12億27百万円減少し、792億55百万円となりま

した。 

 主な要因は、固定資産の減価償却費及び減損損失の計上による減少であります。 

 負債は、前事業年度末と比較して43億15百万円減少し、240億15百万円となりました。 

 主な要因は、買掛金等の減少によるものであります。 

 純資産は、前事業年度末と比較して30億87百万円増加し、552億40百万円となりました。 

 主な要因は、利益剰余金の増加によるものであります。  

  

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末より15億81百

万円減少し、142億42百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は10億1百万円（前年同期比9.2％）となりました。 

 主な要因は、税引前四半期純利益62億68百万円の計上がありましたが、前事業年度末が金融機関の休業日によ

り仕入債務等62億70百万円の支払が当第３四半期累計期間に繰越され、仕入債務等が減少したことによるもので

あります。 

定性的情報・財務諸表等

１．経営成績に関する定性的情報

２．財政状態に関する定性的情報
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動に使用した資金は14億93百万円（前年同期比29.4％）となりました。 

 主な要因は、有形固定資産の取得による支出15億53百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動に使用した資金は10億89百万円（前年同期比176.2％）となりました。 

 主な要因は、長期借入金の返済による支出4億54百万円及び配当金の支払による支出5億57百万円によるもので

あります。  

 なお、前年同期比につきましては、参考として記載しております。 

  

  

 平成22年２月期の業績予想につきましては、平成21年４月６日公表の業績予想に変更はありません。  

  

①たな卸資産の評価方法 

 当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を一部省略し、第２四半期会計期間末の実

地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。  

②固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によ

っております。 

  

①当会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期財務諸表等規

則」に従い四半期財務諸表を作成しております。 

 ②リース取引に関する会計基準の適用 

  「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正 平成19年３月30日

企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１月

18日 最終改正 平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号）を第１四半期会計期間から早期適用し、

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産及びリース債務として計上しております。 

  また、リース資産の減価償却費の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

おります。 

  なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

  これにより、営業利益、経常利益、税引前四半期純利益に与える影響はありません。 

③重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

  たな卸資産 

  通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として売価還元法による原価法を採用しており

ましたが、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）が第１四

半期会計期間から適用されたことに伴い、主として売価還元法による原価法（貸借対照表額については、収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

  これにより、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 

  

３．業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（２）四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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５．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年11月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,242 15,823

売掛金 1,195 885

商品及び製品 9,033 8,345

原材料及び貯蔵品 182 220

その他 1,656 1,513

流動資産合計 26,311 26,787

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 18,732 19,599

土地 22,886 22,704

その他（純額） 3,252 3,326

有形固定資産合計 44,872 45,630

無形固定資産 331 345

投資その他の資産 7,740 7,719

固定資産合計 52,944 53,695

資産合計 79,255 80,483

負債の部   

流動負債   

買掛金 7,685 10,733

1年内返済予定の長期借入金 585 585

未払法人税等 1,252 1,786

賞与引当金 1,515 794

商品券等回収損失引当金 21 21

その他 5,671 6,897

流動負債合計 16,731 20,819

固定負債   

長期借入金 2,534 2,989

退職給付引当金 1,830 1,769

役員退職慰労引当金 399 379

その他 2,519 2,372

固定負債合計 7,283 7,510

負債合計 24,015 28,330

- 1 -



（単位：百万円）

当第３四半期会計期間末 
(平成21年11月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年２月28日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,723 3,723

資本剰余金 3,686 3,686

利益剰余金 47,683 44,583

自己株式 △24 △23

株主資本合計 55,069 51,970

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 171 182

評価・換算差額等合計 171 182

純資産合計 55,240 52,152

負債純資産合計 79,255 80,483
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（２）四半期損益計算書 
（第３四半期累計期間） 

（単位：百万円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年11月30日) 

売上高 98,246

売上原価 68,391

売上総利益 29,854

営業収入 3,034

営業総利益 32,889

販売費及び一般管理費  

給料 9,078

賞与引当金繰入額 1,515

退職給付費用 166

役員退職慰労引当金繰入額 19

減価償却費 2,236

その他 13,315

販売費及び一般管理費合計 26,331

営業利益 6,557

営業外収益  

受取利息 27

受取配当金 14

債務勘定整理益 26

その他 103

営業外収益合計 171

営業外費用  

支払利息 49

その他 10

営業外費用合計 59

経常利益 6,669

特別損失  

固定資産除却損 20

減損損失 381

特別損失合計 401

税引前四半期純利益 6,268

法人税、住民税及び事業税 3,010

法人税等調整額 △401

法人税等合計 2,608

四半期純利益 3,659
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（第３四半期会計期間） 

（単位：百万円）

当第３四半期会計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成21年11月30日) 

売上高 31,242

売上原価 21,676

売上総利益 9,565

営業収入 983

営業総利益 10,548

販売費及び一般管理費  

給料 3,001

賞与引当金繰入額 474

退職給付費用 55

役員退職慰労引当金繰入額 6

減価償却費 765

その他 4,434

販売費及び一般管理費合計 8,738

営業利益 1,810

営業外収益  

受取利息 10

債務勘定整理益 3

その他 25

営業外収益合計 39

営業外費用  

支払利息 15

その他 2

営業外費用合計 18

経常利益 1,831

特別損失  

固定資産除却損 14

減損損失 15

特別損失合計 30

税引前四半期純利益 1,801

法人税、住民税及び事業税 838

法人税等調整額 △110

法人税等合計 728

四半期純利益 1,073
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 6,268

減価償却費 2,236

減損損失 381

賞与引当金の増減額（△は減少） 720

受取利息及び受取配当金 △41

支払利息 49

売上債権の増減額（△は増加） △310

たな卸資産の増減額（△は増加） △650

仕入債務の増減額（△は減少） △3,048

未払金の増減額（△は減少） △979

預り金の増減額（△は減少） △734

その他 655

小計 4,545

法人税等の支払額 △3,544

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,001

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △1,553

投資有価証券の取得による支出 △3

利息及び配当金の受取額 29

その他 33

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,493

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の返済による支出 △454

利息の支払額 △50

配当金の支払額 △557

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △26

自己株式の取得による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,089

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,581

現金及び現金同等物の期首残高 15,823

現金及び現金同等物の四半期末残高 14,242
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 当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」に従い四

半期財務諸表を作成しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

「参考資料」 

前年同四半期に係る財務諸表等 

（１）（要約）四半期損益計算書 

前第３四半期累計期間（平成20年３月１日～平成20年11月30日） 

  

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

科目 

前年同四半期
（平成21年２月期 
第３四半期） 

金額（百万円）

Ⅰ 売上高  94,231

Ⅱ 売上原価  65,813

 売上総利益  28,417

Ⅲ 営業収入  2,766

   営業総利益  31,183

Ⅳ 販売費及び一般管理費  24,814

 営業利益  6,369

Ⅴ 営業外収益  259

Ⅵ 営業外費用  71

 経常利益  6,557

Ⅶ 特別損失   46

税金等調整前四半期純利益   6,511

税金費用   2,645

四半期純利益   3,866
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前第３四半期累計期間（平成20年３月１日～平成20年11月30日） 

（２）（要約）四半期キャッシュ・フロー計算書

  
前年同四半期

（平成21年２月期 
第３四半期） 

区分 金額（百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純利益   6,511

減価償却費   1,778

賞与引当金の増減額（△は減少）  554

たな卸資産の増減額（△は増加）  △1,484

仕入債務の増減額（△は減少）   6,288

未払金の増減額（△は減少）   297

預り金の増減額（△は減少）   1,349

その他  △748

小計  14,546

法人税等の支払額  △3,643

営業活動によるキャッシュ・フロー  10,903

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出  △5,115

長期差入保証金の差入による支出  △11

その他   46

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,080

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期借入金の借入による収入   700

長期借入金の返済による支出  △723

利息の支払額  △53

配当金の支払額  △541

自己株式取得による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △618

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  5,204

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   12,317

Ⅵ 現金及び現金同等物の四半期末残高   17,521
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（重要な後発事象）  

 株式会社ローソンと平成21年９月28日に締結した合弁契約に基づき、同社が沖縄県内におけるコンビニエンス

ストア「ローソン」のフランチャイズ展開事業を承継する目的で設立した株式会社ローソン沖縄の株式を平成21

年12月１日に取得いたしました。 

  

（１）株式取得時期 

   平成21年12月１日 

  

（２）株式取得の金額 

    30億60百万円（１株当たり30百万円） 

  

（３）新設会社の概要  

  

（４）当該事象の業績に与える影響 

 当社は、株式会社ローソンとの合弁会社「株式会社ローソン沖縄（子会社：持分比率51％）」を設立したこと

により、当会計年度（第４四半期）から決算を連結決算に変更いたします。現段階で株式会社ローソン沖縄の業

績が当社に与える影響が軽微なことにより、連結業績予想につきましては、業績予想（通期）と同様の数値とい

たします。 

（ご参考）  

連結業績予想数値（平成21年３月１日～平成22年２月28日）  

  

６．その他の情報

 名称  株式会社ローソン沖縄 

 本店所在地  沖縄県浦添市内間四丁目１番５号 

 代表者の役職・氏名  代表取締役社長 古謝 将之 

 事業内容 沖縄県におけるコンビニエンスストア「ローソン」のフランチャイズ展開 

 資本金  10百万円 

 設立年月日  平成21年10月９日 

 決算期  ２月末日 

 出資比率  株式会社サンエー 51％ 株式会社ローソン 49％ 

  営業収益  営業利益  経常利益  当期純利益  
１株当たり当期

純利益  

 通期 
百万円 

 135,092

百万円

  8,550

百万円

  8,648

百万円 

  5,189

円 銭

  324.69
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